





Reexamining Apartment Buildings and Adult Education:
Arguments for the Solidarity of Urban Residents in the High-growth Period of Japan
Eisuke Hisai
Abstract: Many historical researchers today refer to residents living in apartment buildings in 
the high-growth period of Japan. The residents of apartment buildings are signiﬁ cant subjects 
of historical studies in cases that consider the relation between individuality and solidarity in 
urban areas. This viewpoint is relevant to the historical study of adult education. In the high-
growth period of Japan, people involved in adult education actively discussed the possibility of 
the solidarity of apartment residents and possible methods of adult education to create such 
solidarity. Nowadays, however, researchers on adult education no longer refer to the arguments 
from that period. Considering the above, this paper presents an outline of the arguments 
by those involved in adult education regarding the residents of apartment buildings. These 
arguments can be categorized as follows: one is based on a standpoint that presupposes the 
solidarity created by residential movements, and the other is based on the standpoint that 
demands “neutral” solidarity among residents. Each standpoint, however, shared the conviction 
that the solidarity of residents was indispensable, and the understanding that the residents had 
already fostered their own solidarity, at least to a certain extent. Furthermore, the advocates 
for each standpoint who presupposed “pure” solidarity sometimes ignored the heterogeneity of 
the residents.

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































が組まれ，「光る “ まわりの目 ”　食べ物にも神経
を使う」（７月２日），「洗たく用の下着　“ 見通し ”
が生む “ 競争心 ”」（７月６日），といった団地社
会の「病理性」を強調された報道がなされている。
19） 磯村英一「団地社会形成の社会学的意義」『都市
問題研究』12巻９号，1960年，６頁，13-16頁。
20） 大塩俊介「地域社会としての「団地」の性格（上）」
『都市問題研究』12巻９号，1960年，29-30頁。
21） 日本住宅公団大阪支所・D.C 研究会「団地コミュ
ニティについて　－自治体組織に見られる意識
を中心に－」『都市問題研究』18巻４号，1966年，
57-62頁。
22） 東京都立大学教育学研究室編『大都市における社
会教育集団の研究　－その１　団地について－』
東京都教育委員会，1961年。調査実施者は，三井
の他，藤田秀雄，中島誠，大坪靖，田辺信一，山
口武彦であった。
23） 「城北団地」は，1947年に建設開始，最終的完成
が1954年という都営団地であり，家賃も報告書刊
行当時で2000円～2800円であった（同上，11-12
頁）。従って高度成長期に日本住宅公団が建設し
た団地よりはかなり古く，比較的所得の低い階層
が調査対象となっていたと考えられる。
24） 同上，２頁。
25） 同上，２- ４頁。
26） 同上，25-26頁。
27） 同上，108-115頁。
28） 西宮市教育委員会編『鉄筋アパート街の生活をさ
─ 30 ─
久井　英輔
ぐる　－西宮市北口団地社会教育実態調査の報告
－』1961年。
29） 西宮市教委からの依頼で同調査を行ったのは，甲
南大学の社会学者・増田光吉である。増田が同時
期に発表した論文を見ても，彼があくまで「家族」
を基軸にした関心を団地住民に向けていたことが
わかる。増田「鉄筋アパート住居家族の夫婦関係」
『甲南大学文学会論集』７巻，1958年，同「団地
の家族　－現代における適応の一姿態－」『ソシ
オロジ』11巻１・２合併号，1964年等を参照。
30） 戦後社会教育実践史刊行委員会編『官僚統制と社
会教育の発展（戦後社会教育実践史　２）』民衆社，
1974年，31-56頁。
31） 船橋市高根台団地新婦人の会「生活を守る共同購
入」『月刊社会教育』９巻６号，1965年。
32） 上田はる「婦人たちで運営される団地自治会　
－稲沢市若草会の歩み－」『月刊社会教育』87号，
1965年。
33） 斉藤健一「団地のなかの保育運動　－ひばりヶ丘
保育の会のあゆみ－（一）・（二）」『月刊社会教育』
５巻７号，８号，1961年。
34） 山本幸世「共通の要求を「連帯」へ　－団地の
なかの社会教育－」『月刊社会教育』10巻４号，
1966年，41頁。
35） 山下正「内職からめざめる主婦たち　－団地の
諸活動のなかから－」『月刊社会教育』11巻４号，
1967年。
36） 国立社会教育研修所『「団地と社会教育」に関す
る現地調査　－昭和41年度社会教育主事特別研修
関係資料－』1967年，同『「団地と社会教育」に
関する実態調査報告（部内検討資料）』1967年，
渡辺博史「団地における社会教育活動の可能性」
『国立社会教育研修所紀要』１集，1967年（いず
れも国立教育政策研究所社会教育実践研究セン
ター行政資料室所蔵）。この調査は研修に参加し
た都道府県社会教育主事らによって実施された
が，同研修所による調査準備が事前にかなり行わ
れていた。講師として調査の指導にあたった研究
者・文部官僚は，岡本包治，河野重男，山本恒夫，
渡辺博史，日高幸男，湯上二郎であった（記載順。
所属は省略した）。
37） 国立社会教育研修所，前掲『「団地と社会教育」
に関する現地調査』１頁。
38） 国立社会教育研修所，前掲『「団地と社会教育」
に関する実態調査報告』15，25頁。
39） 同上，20-25頁。
40） 同上，49，61頁。
41） 渡辺，前掲「団地における社会教育活動の可能性」
65頁。
42） 『読売新聞』1967年８月31日，朝刊，14頁。
43） 『読売新聞』（中央版）1967年９月２日，朝刊，13頁。
44） 視察指導を行った研究者及び報告書の実際の執筆
者は，宇佐川満，塚本哲人，間宮武，霜山徳彌，
神力甚一郎，山吉長，岩井龍也，石堂豊，田代元彌，
田村喜代，奥田道大，永杉喜輔，駒田錦一，松原
治郎，古木弘造，竹内利美，河野重男，大塩俊介，
岡本包治であった（記載順。所属及び視察先は省
略した）。文部省社会教育局編『団地視察調査報
告書』1968年，３頁。
45） 同上，１- ２頁。
46） 宇佐川満「浜松市中田島団地視察調査報告」同上，
79頁。
47） 駒田錦一，松原治郎「兵庫県尼崎市（西武庫団地）
視察調査報告」同上，110-121頁。本文の引用は
121頁から。
48） 宇佐川，前掲，86頁。
49） 塚本哲人「浜松市中田島団地視察調査報告」同上，
77頁。
50） 田代元彌「横須賀市立野団地視察調査報告」同上，
13頁。
51） 石本保子「団地の婦人学級」『社会教育』22巻２号，
1967年，森山好夫「団地における公民館活動」同上，
諸節トミエ「団地の主婦の煎茶学習　－生活設計
学習のなかから－」同，23巻９号，1968年，桑野
勇「団地のバス公民館」同，26巻11号，1971年。
52） 渡辺「「団地と社会教育」に関する実態調査」『社
会教育』22巻11号，1967年，20-21頁。
53） 同上，21-23頁。
54） 『読売新聞』1967年８月31日，朝刊，14頁。
55） 鈴木眞理「社会教育の周辺　－コミュニティと社
会教育のあいだ・再考－」『社会教育学・図書館
学研究』11号，1987年，54-55頁。
